
様式第２号（第３条関係） 
 

審 議 会 会 議 録 
 

会議名称 令和７年度 第２回伊達市国民健康保険運営協議会 

議  題 

○議 事 

報告第１号  令和６年度伊達市国民健康保険特別会計決算について 

情報提供①  令和６年度伊達市後期高齢者医療特別会計決算について 

情報提供②  子ども・子育て支援金制度について 

開催日時 令和７年12月５日（金） 午後６時30分～午後６時55分 

場  所 伊達市保健センター１階 集団検診室 

出 席 者 
伊達市国民健康保険運営協議会委員７名（欠席者２名） 

所管部課名 健康福祉部保険医療課 

公 開 
非 公 開 
の 別 

■  公 開 傍聴者の人数 なし 

□  非公開 非公開の理由  

 

１ 開会 

 

２ 健康福祉部長挨拶 

佐々木健康福祉部長より挨拶 
 

３ 会長あいさつ 

廣中会長より挨拶 
 

（議長の選出等） 

 本会議の議長に廣中会長、会議録署名人として廣中会長・成沢委員を選出。 

 事務局より、伊達市国民健康保険運営協議会規則第４条第２項の規定により、会議成立の旨 

を報告。 
  

４ 議事 

報告第１号 令和６年度伊達市国民健康保険特別会計決算について 

事務局 別添レジュメにより説明 

委員 歳出において、諸支出金が令和６年度は大きく減少している。年度によって金額

  が異なるが、なぜか。 

事務局 保険税の過誤納による還付金や、実績に基づく交付金等の返還金を計上する項目の 

     ため、金額を定めることができず、年度によって大きく異なるものである。 

 

委員 予算は実績に応じて決まるのか。 

事務局   項目にもよるが、概ね実績や見込に基づいて予算計上している。 

 

委員 基金から繰り入れているのに繰越金が出るのはなぜか。不足分を同額計上すること 

          にはならないのか。 

 



事務局 基金の繰入については３月末の実績見込で行うため、出納整理期間を経て５月末に       

       実績が確定した際に差額が発生してしまったものである。そのため、繰越金を計上 

         しているものの、内容としては赤字決算となる。 

 

委員 前年度も赤字決算だったのか。 

事務局 令和５年度に関しては、前年度繰越金を積み立てすぎたために基金から繰入をした 

が、実情としては黒字決算となった。赤字決算となったのは平成 30年の国民健康保

険制度改革以降、初めてとなる。 

 

委員 令和７年度の見込みについてはいかがか。 

事務局   歳出のうち、区分２の保険給付費については北海道からの交付金が同額交付される  

ため、一番大きいのは区分３の国保事業費納付金である。こちらは北海道から指定さ

れた額を支払うものであるが、令和７年度納付金については減額見込みであることか

ら、令和６年度ほどは赤字とならない見込みである。 

 

情報提供① 令和６年度伊達市後期高齢者医療特別会計決算について 

情報提供② 子ども・子育て支援金制度について 

事務局 別添レジュメにより説明 

質疑等なし。 

 

５ 閉会 

 



令和７年12月５日（金）午後６時30分から

次　第

１　開　会

２　会長あいさつ

３　議　事

　　　報告第１号　令和６年度伊達市国民健康保険特別会計決算について

４　その他

　　・情報提供①　令和６年度伊達市後期高齢者医療特別会計決算について

　　・情報提供➁　子ども・子育て支援金制度について

５　閉　会

令和７年度　伊達市国民健康保険運営協議会

（第２回）

日時

場所 伊達市保健センター１階　集団検診室



（令和７年６月１日現在）

【委　員】

委嘱年月日 出欠

会長 廣中　　学 R7.6.1 ○

副会長 小貫　　豊 R7.6.1 ×

委員 川村　　守 R7.6.1 ○

委員 坪　　俊輔 R7.6.1 ×

委員 本田　　慎 R7.6.1 ○

委員 和田　　賢 R7.6.1 ○

委員 田中　龍夫 R7.6.1 ○

委員 成沢　優美 R7.6.1 ○

委員 宇井　　尚 R7.6.1 ○

令和７年度　第２回伊達市国民健康保険運営協議会名簿

選出区分 氏名

被保険者を
代表する委員

保険医又は保険薬剤師を
代表する委員

公益を
代表する委員



 【収支の状況】 （単位：円） 項　　　目 令和４年度 令和５年度 令和６年度

令和４年度 令和５年度 令和６年度 年度平均被保険者数 7,221人 6,860人 6,446人

1 保険税 664,814,855 628,016,469 621,132,593 現年調定額 653,095,600円 626,192,500円 610,183,800円

2 使用料及び手数料 16,800 18,400 16,000 現年収納額 634,035,457円 602,967,031円 592,398,713円

3 道支出金 2,988,906,585 2,929,685,330 2,818,113,714 滞繰調定額 121,034,607円 106,600,449円 99,065,907円

普通調整交付金 2,872,357,585 2,807,069,330 2,721,580,714 滞繰収納額 30,779,398円 25,049,438円 28,733,880円

特別調整交付金 116,549,000 122,616,000 96,533,000 保険税収納率 85.80% 85.65% 87.18%

4 財産収入 41,684 106,102 607,437 　　現年度分 97.00% 96.24% 96.63%

5 繰入金 361,911,545 351,224,464 348,170,907 　　滞繰分 25.41% 23.46% 28.99%

一般会計繰入金 361,911,545 351,224,464 348,170,907 不納欠損額 2,918,403円 5,206,973円 1,976,081円

6 繰越金 130,850,355 35,562,018 2,399,600 基金残高 477,744,808円 498,321,023円 439,536,635円

7 諸収入 11,116,012 16,283,605 14,779,087

8 国庫支出金 0 119,000 0

4,157,657,836 3,961,015,388 3,805,219,338

1 総務費 56,131,968 53,266,849 58,626,273

2 保険給付費 2,867,685,315 2,812,496,586 2,722,741,050

3 国保事業費納付金 1,033,989,000 1,030,207,000 1,048,115,000

4 共同事業拠出金 110 215 0

5 保健事業費 30,589,034 32,680,182 30,089,254

6 基金積立金 120,830,025 27,990,156 927,037

7 公債費 0 0 0

8 諸支出金 12,870,366 9,388,741 3,585,400

9 予備費(６ 基金積立金へ充用) 845,000 0 0

4,122,940,818 3,966,029,729 3,864,084,014

34,717,018 -5,014,341 -58,864,676

〇収支不足となったため、基金から59,711,425円繰り入れ（R7.5.22時点の収支不足額）

歳　入 3,864,930,763

歳　出 3,864,084,014

差　引 846,749 （翌年度へ繰越）

　　　　　　　　伊達市国民健康保険特別会計　歳入歳出決算　　　　　　　【報告第１号】

区　　分

歳

入

計

歳

出

計

歳入－歳出

　　　　　　令和６年度決算額
　　　 　　　　（基金繰入後）

令和６年度決算のポイント
◆歳出が歳入を上回ったため(△58,865千円)、基金から59,711千円繰り入れ

差引額846千円は翌年度繰越金へ

●税収入等の状況

保険税は、基本税額(均等・平等割) ＋ 所得割・資産割 からなる。

令和６年度は、被保険者の減に伴い税収入減。

・被保険者の減少 → 均等割額、平等割額の減

●医療費の状況

・医療費は入外ともに減少

・被保険者は減少

→納付金制度の導入により、支出した医療費は全額道より交付される。

ただし1人あたり医療費は増

令和４年度 令和５年度 令和６年度

医療費総額（市） 3,340,001 3,249,230 3,135,278

保険者負担分（市） 2,469,937 2,402,214 2,324,027

1人あたり医療費（費用額）

参考値（市）
461 474 484

１人あたり医療費（費用額）

参考値（道）
429 443 451

0
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医療費の推移



【保険料等の状況】 （単位：円）

令和４年度 令和５年度 令和６年度

調定額 461,333,400円 469,913,300円 525,960,300円

収入済額 460,289,300円 468,022,000円 522,698,900円

収納率 99.64% 99.52% 99.35%

　・現年度分 99.78% 99.73% 99.61%

　・滞繰分 46.00% 38.03% 36.07%

0 0 0

1,203,400円 1,617,200円 3,395,100円

【収支の状況】 （単位：円） 【医療費等の状況】 （単位：円）

令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度（暫定）

460,289,300 468,022,000 522,698,900 922,412,058,711 959,819,593,213 992,882,233,741

3,600 2,600 3,600 8,020,894,422 8,327,417,897 8,103,675,842

0 0 0 809,880,470,286 833,903,851,630 861,740,086,425

185,480,381 196,952,694 198,880,882 7,045,303,676 7,244,624,316 7,038,560,261

13,319,200 14,056,400 12,860,400 1,055,183 1,067,875 1,074,328

3,404,552 562,116 421,350 1,110,466 1,141,524 1,089,936

662,497,033 679,595,810 734,865,132

【療養給付費負担金（一般会計）】 （単位：円）

9,804,314 7,601,584 8,113,497 令和４年度 令和５年度 令和６年度

638,216,019 658,583,526 708,884,135 631,617,476 626,899,795 622,718,575

12,535,000 17,885,000 15,616,000 ※市町村負担額…負担対象額×1/12

625,681,019 640,698,526 693,268,135 【年度末被保険者数】

420,300 550,300 361,400 令和４年度 令和５年度 令和６年度

0 0 0 道全体 874,173人 898,813人 924,189人

648,440,633 666,735,410 717,359,032 市 7,223人 7,295人 7,435人

【一般会計繰入金内訳】

令和６年度

保険基盤安定分 保険料軽減補填分 175,193,835

その他分 広域連合事務費負担金 15,616,000

特会事務費 8,071,047

伊達市後期高齢者医療特別会計　歳入歳出決算の推移

項目

後期高齢者医療保険料 医療費総額（道全体）

歳入合計

使用料及び手数料 医療費総額（市）

国庫支出金 保険者負担分（道全体）

繰入金＊ 保険者負担分（市）

繰越金 1人あたり医療費（道全体）

不納欠損額

収入未済額

諸収入 １人あたり医療費（市）

歳
出

総務費

後期高齢者医療広域連合納付金 伊達市

・事務費負担金

・保険料等負担金

諸支出金

予備費

歳出合計

歳
入

区　　分 項目

歳入－歳出（翌年度繰越金）
（出納整理期間に収納した保険料）

14,056,400 12,860,400 17,506,100

項目 内容

令和６年度決算のポイント
① 歳入と歳出の差額については、翌年度繰越（17,506千円を9月補正）

② 収納率は高く推移しているが、滞納繰越分調定額は増える見込み

【医療費の状況】

１人あたり医療費（市）については、市は全道平均よりも高い状況が続いている
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880,000

令和4年度 令和5年度 令和6年度

医療費の推移

医療費総額（市） 保険者負担分（市） １人あたり医療費（市）参考値 1人あたり医療費（道全体）

万円 千円

【情報提供①】

2



＜国試算：平均負担月額＞

　 　　※国民健康保険は１世帯当たり

　　※『子ども・子育て支援金』については、制度開始に合わせて北海道統一の税率及び課税限度

　　　額を適用することとなっておりますので、北海道から税率等が示され次第、改めてお知らせ

　　　いたします。

■今後のスケジュール（予定）

　令和８年１月下旬～２月上旬 令和７年度第３回運営協議会にて報告

　令和８年３月 令和８年第１回定例会にて条例改正案を提案

　令和８年４月 子ども・子育て支援金の賦課開始

450円※250円 350円※国民健康保険

後期高齢者医療制度

450円

300円 450円 400円 600円 500円 800円

350円

400円 600円※

200円 250円 350円

300円

【情報提供➁】子ども子育て支援金制度について　

①～③は従来の保険税の賦課・徴収範囲だったもの

子ども・子育て支援金

平均負担月額

被用者保険

全国平均

令和10年度

加入者

１人当たり

被保険者

１人当たり

加入者

１人当たり

被保険者

１人当たり

令和８年度

加入者

１人当たり

被保険者

１人当たり

令和９年度

250円

『子ども・子育て支援金制度』とは、こども未来戦略（令和５年12月策定）

の「加速化プラン」における少子化対策の抜本的強化を図るために創設された、

全世代・全経済主体で子育て世帯を支えるための新しい仕組みです。

令和８年度から令和10年度にかけて段階的に導入することとなっており、健康

保険の保険料（税）に上乗せするかたちで負担することになります。

①医療分 ③介護分
②後期高齢者

支援分

④子ども・子育て

支援金分

④が令和８年度から

新たに賦課・徴収



公的医療保険制度
加入者の皆様へ

こども・子育て世帯を応援！

子ども・子育て支援金制度が開始します

いつから始まるの？

支援金は令和８年４月分から医療保険料とあわせて拠出いただきますが

実際に徴収が開始する時期は加入する医療保険によって異なります。

※被用者保険に加入している方は給与所得から、年金を受給されている方は年金額から天引きとなります。

なぜ独身者や高齢者も負担する必要があるの？

・子育て支援は、こどもたちが健やかに成長していくためのものであり
そのこどもたちは将来おとなになりこの社会を支える担い手となるため

子育て支援は全ての方にとってメリットがあります。

・そのため、独身者や高齢者も含む全世代や企業の皆様から
拠出いただくこととしております。

こども家庭庁HP

支援金額はどのくらいになるの？

※支援金制度の導入に当たっては、社会保障分野の歳出改革等をあわせて行うこととしており、
国民の皆様に追加のご負担を求めることのない仕組みとしています。

詳しくは、「子ども・子育て支援金に関する試算」をご参照ください

支援金額は加入する医療保険制度や所得に応じて異なりますが、

全ての医療保険制度の加入者で平均すると、

令和10年度で月額 450円（令和８年度は250円）と試算しています。

「子ども・子育て支援金制度」って何？

※支援金が充てられる給付は法定されているため、国会での審議や法改正なしに使い途を増やすことはできません。

・「子ども・子育て支援金制度」は、全世代や企業の皆様から支援金を拠出いただき、

それによる子育て世帯に対する給付の拡充を通じて、

こどもや子育て世帯を社会全体で応援する仕組みです。

・支援金は児童手当の拡充など６つの事業に充てられます。詳細は裏面をご確認ください。

pc00986
テキストボックス
情報提供➁
参考チラシ



子ども・子育て支援金が充てられる事業のご案内

児童手当の拡充

●所得によらず、支給の対象となります。

●支給期間を高校生年代まで延長します。

●第3子以降はより手厚く、一人当たり月3万円に大幅

増額します。

●4か月に1回から、2か月に1回の支給になります。

育児時短就業給付

「育児時短就業給付」を創設し、

こどもが２歳未満の期間に、時短勤務を選択した場合に、

時短勤務時の賃金の原則10％を支給します。

出生後休業支援給付
「出生後休業支援給付」を創設し、

子の出生直後の一定期間内に

両親ともに14日以上の育児休業を取った場合、

最大28日間、手取りの10割相当を支給します。

妊婦のための支援給付

「伴走型相談支援」

の面談と合わせて、

・妊娠届出時に5万円

・妊娠後期以降に

妊娠している

こどもの数×5万円

を支給します。

国民年金保険料免除
育児期間中の

国民年金の第1号被保険者の方を対象に、

育児期間中の国民年金保険料免除措置を創設します。

※令和６年10月分から拡充

※令和７年度から制度化

※令和７年度から実施

※令和７年度から実施

※令和８年10月から実施

こども誰でも通園制度

「こども誰でも通園制度」は、

保育所等に通っていない0歳6カ月から

満3歳未満のこどもが

時間単位等で柔軟に利用できる制度です。

（こども１人当たり10時間／月）

※令和７年度は希望自治体、令和８年度より全国実施

その後も
継続的に
支援

妊娠後期

妊娠している
こどもの数

×５万円

妊娠
届出時

５万円

12ヶ月 4ヶ月 9ヶ月

児童手当の拡充

子ども・子育て支援金制度についてもっと知りたいときは

担当職員による紹介記事 三原大臣からのメッセージこども家庭庁のHP

（概要説明）
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